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Fintechは何をもたらしたか



金融機能ごとに見たFintechの変化

（出所）マートン・ボディ他『金融の本質』野村総合研究所[2000]の整理を元に、筆者作成
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金融とITにおける本質的な変化

電文 ＋ 認証
Communication Authentication
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社会インフラや経済取引がデジタル
化することによって；

１）活用度の高い情報が生成される
ようになった

２）即時の取引を求めるようになっ
た（少額・多頻度化）

３）金融機関側からは見えない付加
価値のデータが生まれるようになっ
た

本人確認基盤におけるデジタル化が
進むことで；

１）即時に確認を行えるようになっ
た

２）対面⇒非対面のPros/Consがよ
り鮮明に

３）人間が「よしなに」対応してき
たことにデジタル化の壁が生まれた



今後の支払いの形

①支払い指示が伴う、支払い ⇒埋め込まれる

• 支払い行為は、SaaSサービス・ECサービス等の取引動機の中に
取り込まれていく（Embedded Finance）

• 金額の大きな支払いは、不正・誤送金を防ぐ手当がされる
（LEI・事業所IDが付され、認証されたデジタルインボイスを

自動処理する世界観）

②自動で行われる、支払い ⇒増える

• 定額サブスク
• 変額繰り返し取引
• IoT・センサー等をフックにした自動マイクロ課金
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口座振替をAPI化することは可能なのか

「口座振替」 は今後どうなるか

⇒APIで仮に実現しようとすると

• 無期限のトークン
• 変動型の支払い指示を本人承認なしで行う権限

となり、不正余地の少ない（税公金・公共料金等）相手方のみと
可能な取引を、日本人は日常的に多数の民間企業と締結している

デジタル化の時代には

今までの世界で 信用ベース で よしなに やってきたことを
今後は 認証ベース で 形式知的 にやる必要がある
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社会のDXが進めば取引リスクも低減する

スキャン

電子署名

キャッシュレス

メール送付

クラウド契約

自動発注

請求自動化

API化

取引自動化

AI予測

EDI流通

不正リスク低下

AI主導の

事業創造

電子化の壁 クラウド化の壁 DXの壁 社会の変革

契約書

ハンコ

現金

郵送
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Fintech/SaaS時代に感じるリスクの根源

• Fintechの重要側面は「普通の人」の行動が変容すること

• 従来は「デジタルリテラシーが高かった層」のみが
利用者であったところ、社会の諸側面がデジタル化される
ことで、あまねく金融のデジタル化の影響が及ぶ

• 顧客が金融サービスに感じている感応度が高まる／AIによる最適
化が図られることで、サービス間のスイッチングが起きやすくな
ること

• 金融業界の外で、金融取引を済ませてしまう技術的変化も起きて
いる。金融業界のビジネス課題でもあるが、「監督が困難」とい
う側面でもある
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シナリオ１

金融機関のディスインター
ミディエーション



金融機関APIの仕組み

信頼できるアプリに合鍵を作製
合鍵を利用して、利用者のためにデータ参照／取引指示

①アプリがデータ参照や取引指示を行う権利を認可

②アプリにしか
使えない
合鍵を作製

③合鍵を利用
して情報取得
／取引指示

④サービス提供

利用者 アプリ 金融機関
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銀行とプラットフォームバリュー

外部
サービス

提携
サービス

自社アプリ

銀行 預金者

その他要素

ATM

銀行 預金者

ATM

A
P
I

これまで

これから
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APIは21世紀のATMである

口座開設（印鑑） → 口座開設（eKYC）

現金をおろす → チャージ元としての銀行口座

残高照会・記帳 → 家計簿・会計ツール・アラート

振込（窓口・ATM） → 取引需要の発生する場所へのSDK

アクセスのよい所にATMを置く
→ トラフィックの多い所にAPIをつなぐ

ATMがあるから使う → 求めているUXがあるから使う

12



13埋め込み型金融のイメージ

BaaS
（免許業種）

Fintech

SaaS／EC等

ユーザー

エネーブラー

API

API

API

B2C B2B

EC



課題：SaaS/ECが普及し、金融機関抜きで情報が活用される

• （金融に限らず）取引の動機となる購買意欲・商品選択のレイヤ
ーに多くのインフラが吸収されていく

• これらのレイヤーがステーブルコインの提供や売掛金・買掛金の
相殺を行う場合に、既存の金融機関の活用度合いが減る

ソリューション
• KYC・KYBを実務的に最も集積させているのは金融機関である中

で、その情報をSaaS/EC内においても不可欠なパーツとしていく
こと

• LEIなどを積極的に整備し、非金融データから金融機関取引を生み
出す際の親和性を高める
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シナリオ２

準備預金制度の今後



「銀行の黙示録」の４騎士

• オープンバンキングが持ちうる銀行制度の質的変容
– SVBの破綻理由の一つは「大口預金口座」が「インターネット

バンキングで一気に」資金を引き出したこと

• 仮に
①EKYC
②オープンバンキング
③即時口座開設
④更新系API

がスムーズに連携されると、バンクランが日常化、
間接金融とALMの前提が大きく崩れる可能性
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既に騎士のうち②③は登場している

• 米ではFDIC保証限度口座を20以上開設できるネオバンクが登場

• 独では金利を簡単にショッピングできるサービスが登場

• ②オープンバンキングは英などで制度化
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Mercury社のサービスVault

（出所）Mercury社ウェブサイト,「Protect your funds」より画像引用,
（https://mercury.com/vault）,（2023/4/10参照）

Raisin社のサービス

（出所）Raisin社ウェブサイト,「Savings accounts」より画像引用,
（https://www.raisin.com/our-offers/）,（2023/4/10参照）

https://mercury.com/vault
https://www.raisin.com/our-offers/


Doomsdayシナリオを回避していくためには

• （べき論を抜きにして）預金のスイッチングを抑止するのは
– 同一商品の金利差が平準化されている状況をつくる

– 「普通預金」に様々なシナジーがある
（Ex. クレジットカード、給振口座）

– 預金口座の保有コストをつくる（維持手数料等）

• 本質的には「市場型金融」の推進が重要

• 上記は一挙に起こるものではなく、金利やサービス価値のセン
シティビティに応じて起こるもの。その度合いを意識した流動
性ストレステストを構築する必要
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シナリオ３

AIによるサービス仲介時代



顧客本位モデルを生成AIはおそらく実現する 20

• 自身のデータを元に、自分のために購買してくれる代理モデルが望まれる

• これまでのFintechが実現できなかった、真のインクルージョンが今後は可
能に

銀行 証券 保険

ユーザー代理型チャネル

ユーザー

自身の
データ

自身の
金融データ

自身に最適化された商品選択

自身の
エンパワーのための

AI

自身のライフプラン等



今後の可能性① 老後シミュレーター 21

• 本人の過去の位置情報を保存していたら

• 本人の過去30年の消費記録が保存されていたら

• 本人のあと数時間後の健康状態を予測出来たら

（出所）Google Mapsアプリ、マネーフォワードMEアプリ、中西 敦士 （著）「１０分後にうんこが出ます 排泄予知デバイス開発物語」より画像引用
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家族
アカウント

金融
機関

電子
マネー

クレジ
ットカ
ード

当社

金融機関
本人 後見人親族

認可の実施 アラートのみ
を受け取る

全情報への
アクセス権を有する

健常時 MCI 発症後 相続時

ファイナンシャル・
プランニング／

犯罪の抑止

日常的な
お金の見守り

経済的虐待・犯罪等
の抑止

被相続人にとっての
わかりやすさ／

相続人との
円滑な手続き

(ソフトウェア)
自動家計簿・
防犯アラート

(アルゴリズム)
防犯アラート、

支出管理、安心でき
る決済手段

(継続モニタリング)
後見サービス、安心
できるデータ共有、
第三者へのアラート

(手続き)
データ共有、士業に
よる対応、保険等の

請求手続き

ニーズ

サービス

助言者

今後の可能性② 認知力の低下に備えた補助ツール



日本ではデータアクセス権が不在 23

• 日本は銀行・クレカなどのデータが、本人に帰属するという権利がない。
一方、自社データを進んで外部開放する金融機関のインセンティブも小さい

• 今後の展開を考えると、開放されないデータを外部で生成し、サービス自体も
提供するシナリオが発生しうる

（出典）各種資料より当社作成

日本 米国 カナダ ブラジル EU 英国 豪州

アクセス無償化 ✕ 〇 〇（※1） 〇 〇（※2） 〇 〇

アクセス義務付対象情報

銀行口座 △（※3） 〇 〇 〇 〇 〇 〇

クレジットカード ✕ 〇 〇 〇 〇 〇 （調査中）

電子マネー ✕ 〇 ✕ 〇 〇 〇 （調査中）

年金、保険等 ✕ ✕ 〇（※4） 〇 〇（※2） △（※5） ✕

電力、通信等 ✕ ✕ ✕ ✕ ✕ △（※5） 〇

※1 「消費者承認下での対象データの「無料」共有」として検討中

※2 年金・保険等へのアクセスは有償も認められる

※3 アクセスは努力義務。都市銀行・地方銀行・第二地方銀行はほぼ全て
APIによるアクセスは可能となっている

【各国のデータアクセス権の比較表】

※4 退職貯蓄、株、債券、投資信託、住宅ローン等

※5 審議中の法案ではアクセス義務付け対象は規則レベルで法案成立後に
規定される想定



今からできること 24

• 自社の顧客データ・一定程度の商品供給を仲介チャネルに向
けて行っていることは、長期的には「ガバナンス可能」な金
融システムの維持可能性を高める

• AIが一斉に資産移転を促し、利用者が一任契約を結んでいる
ような状態を想定して、制度を構築していく必要がある

• 金融機関側は取引のみに着目せず、顧客の様々な側面を把握
し「肝心なときに肝心なアドバイスを提供できる」ブランド
となることが大事



特効薬としてのフィナンシャル・ウェルビーイング

• 生活者／事業者にとって、現在／将来の、保全／自由を
確保するということ

• そのために、将来の解像度を上げつつ、採りうる手段の
理解と改善を促すことが重要
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現在 将来

生活の保全
日次、月次の収支を

管理できている
何らかの金融ショックを
吸収できる能力がある

選択の自由
人生を楽しむための
金銭的自由がある

金銭面での目標に向けて、
順調に進んでいる

（出所） CFPB（2015） “Financial well-being: The goal of financial education”より筆者翻訳

米CFPBによるフィナンシャル・ウェルビーイングの4要素



論点のまとめ

１．SaaS/ECが普及し、金融機関抜きで情報が活用されるようになる

⇒非金融事業とのデータ連携度合いを高める
⇒LEIの整備など非金融データから金融取引に接続するデータの整備

２．消費者中心のサービスが増え、準備預金制度が危うくなる

⇒市場型金融の推進、流動性ストレステストのアップデート

３．生成AIがアドバイスを低廉化させる一方で、頻繁な取引を誘発する

⇒モデルの予見性を高める、システマティックなふるまいを学習する
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